
年度　2次評価（基本施策評価）シート

農林振興課
産業振興部

目 標 値

農林振興課

農林振興課
産業振興部
農林振興課

農林振興課

事 業 名

農地流動化地域総合対策事業

産業振興部

伊賀支所
振興課
産業振興部

H27

営農組織実績数
113.0113.0

実　績

2 水稲作付計画

3 水稲販売計画

1 営農組織等

地域の特徴を活かした農林業が地域のなりわいとして持続していくことを目指す。そのために、①地域活性化計画（後期推進計
画）の策定②多様な担い手や集落営農等、後継者の育成確保③農業生産性の向上④農村生活環境の向上⑤農業生産基盤の
条件整備⑥森林業生産基盤の条件整備⑦林業生産・流通の整備⑧新たな林業の展開⑨有害鳥獣対策の推進⑩農林業を通じ
た交流活動の推進などを実施したい。また今年度から策定する「人・農地プランを作成することを通じて農業者自らが地域の農業
の現状を把握し、その地域が、今後目指す農業の意識の定着に努める。

基 本 施 策 指 標 名
単
位

過 年 度 実 績

H22 H23

評価年度

H25

2,480 2,800

事 業 主 体 事 業 内 容 等

2,800

894,980事 業 費 合 計 677,565

無

5

552 中山間地域等直接支払交付金事業 無 107,855 107,840 107,840 1

有 49,182 54,416 116,600

2,223 2,854 2,854

1,320 1,320 1,320

農業経営基盤強化資金等利子助成事
業

1,287 1,287 1,287

無

無

農林振興課

農業経営基盤強化促進事業 無

546 農地流動化地域総合対策事業 有

2,320 2,320

産業振興部

1,113 1,217 1,217

2,447 2,447

540 農業振興事務経費 無 922 955 955

547

2,398

543 耕作放棄地再生利活用対策事業 有 1,879

539 農業振興事務経費 無

545

7

8

9

伊賀支所
振興課
産業振興部
農林振興課
産業振興部
鳥獣害対策室
産業振興部

3

4

5

6

％

①

基本施策の体系
基本目標

政　　策

生 活 課 題 地域の特徴を活かした農林業が持続している 生活課題に対する満足度
Ｈ ２ ７ 目 標 値

50.0

継承

％

目　標

目　標

達成率

実　績
達成率 ％

達成率
実　績

％

目　標

実　績
達成率 ％

実　績
達成率
目　標

14,969.0 14,969.0
97.4

地域資源を活かした活力あるまちづくり

市民意識調査によると、必要度は平均より高いものの、満足度は平均より大幅に
低いことが分かる。市内には周辺部の中山間の農業地域や中心部の農業地域
など多様な農地が存在する。耕作放棄地対策協議会の調査では、島ヶ原支所
管内の耕作放棄地率が伊賀市全体と比較すると高い傾向にある。中山間地など
高齢化率の高い地域や担い手や後継者不足の地域で農地の荒廃が進んでい
ることが判明した。また、地形的には、中山間地などの急傾斜地でほ場整備など
の基盤整備が未整備である田畑が多く耕作放棄地になっていることが分かっ
た。また、食の安全・安心に関心が高くなっていることが考えられる。

①農林業者の高齢化・後継者や担い手の不足・機械化による採算性の悪化等により、競争力のある産業として維持していくのが
難しいこと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　②耕作放棄地が増えていること。
③農林業の後継者や担い手が不足していること。
④森林の多面的公益機能が低下していること。
⑤農業施設の老朽化が進み維持していくのが困難

％

② 左 記 結 果 に 対 す る 現 状 分 析 ・ 市 民 と の 協 議 結 果

24.9 必 要 度 65.8 ％

2

4,054.0 4,061.9

66.4
4,162.0

10

113.0

事 業 費 （ 人 件 費 込 、 単 位 ： 千 円 ）

H25　所要額担 当 課 Ｉ Ｄ H23　決算額 H24　予算額

基 本 施 策 を 構 成 す る 事 務 事 業 名 改善余地
の有無事 業 名

1

基本施策
貢献順位

12,792.0 11,045.0
85.5

％

550

113.0

H24

参考 満足度（満足意識）
553 特産野菜等生産振興支援事業

73.8

4,049.0 4,048.7

評 価 コ メ ン ト

1 基 本 施 策指 標の 分析

本施策指標である営農組織等の団体数は増加はしているが目標値を下回っている。昨年度４団体が法人化し経営の
安定も図られてはいるが進行の度合いは低い。農業者の高齢化・担い手や後継者不足、採算性の悪化等が原因であ
ると考えられる。このため、農地の集積を促進するため集落営農を一層推進し営農組織等を支援し、新規就農等担い
手の確保をしていかなければならない。

2
事 業 構 成 の 適 当 性
（手段として最適か？）

現在は、各協議会等への負担金や補助金の支出が中心であるが、基本施策の目的でもある「地域の特徴を活かした
農林業が持続する」ことを目指し、新規就農者、集落営農組織などの担い手を確保し、経営指導支援することが必要
である。

ＪＡ米販売計画数量

水田農業経営確立対策実績数

12,390.0

評 価 視 点

12,393.0 12,393.0

113.0

4,037.8
ｈａ
％

94.0

ｈａ
％

75.0
83.2

4,162.0

97.6

団体
団体

達成率
目　標

目　標
実　績

ｔ
ｔ
％

目　標
実　績
達成率

目　標
実　績
達成率

基 本 施 策 の 意 図 、
今 後 の 展 望

平成 24

市 民 意 識 調 査 結 果

③

基 本 施 策 の
現 況 と 課 題

④

評 価 責 任 者
（基本施策主管課長）

基 本 施 策 名 42 持続的で個性的な農林業を実践する
服部　智秀

産業振興部農林振興課長

4
総 合 評 価

（今後の方向性、事業
の見直しについて等）

548

（ 以 下 続 紙 ）

485,152

鳥獣害防止事業

指 標 の 説 明

平成２２年度事業範囲を拡大した伊賀市域農業振興協議会の機能を活性化する中で、各種団体、各地域の現状と課
題、要望等を的確に把握し平成２４年度から策定を目指す「人・農地プラン」を各地域に策定を推進する。平成２５年
度を目途に事業整理をする中で負担金や補助金について見直す。また、平坦部だけでなく中山間地域を含んで優良
農地の確保及び有効利用等を図り地域を守り地域を育てる中で、集落営農を推進し法人化した集落営農組織等を関
係機関と協力し経営指導等する中で支援する。また、新規就農者の活用など多種多様な担い手を確保し地域の保全
と営農の発展を図っていく。国の施策に積極的に取り組みを進め補助金等有効に活用を勧める。

3 役 割 分 担 の 妥 当 性
各協議会等に負担金や補助金を支出するだけではなく、各協議会等との役割分担を明確にして、集落営農等の育成
強化や営農組織の法人化に努め、農地の確保や有効利用等を図るよう各協議会、関係機関等と協議することが必要
である。

基本施策の現状分析及び意図

⑤  基本施策指標（総合計画数値目標）

⑥  基本施策構成事務事業の評価

⑦　⑥以外で、目標達成に必要な事業（総合計画実施計画の期間内に実施を予定する事業）

⑧　基本施策の現状分析に基づく改革案の説明
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年度　2次評価（基本施策評価）シート　　

⑥　基本施策構成事務事業の評価（続紙）

産業振興部
農村整備課
産業振興部
農村整備課

産業振興部
農林振興課
産業振興部
農林振興課

42

有 828

平成 24 基本施策番号

11 556 グリーンツーリズム推進事業 1,650

基本施策
貢献順位担 当 課 Ｉ Ｄ 事 業 名 H23　決算額 H24　予算額 H25　所要額

基 本 施 策 を 構 成 す る 事 務 事 業 名 改善余地
の有無

事 業 費 （ 人 件 費 込 、 単 位 ： 千 円 ）

1,650

12 558
循環型農業実現モデル推進事業（菜の
花プロジェクト）

無 6,599 4,758 4,760 4

13 559 環境保全型農業直接支払対策事業 無
産業振興部
農林振興課

164 3,320 3,520

14 560 生産調整推進対策事業 有
産業振興部
農林振興課

7,608 10,220 10,220 3

8,440 8,440 8,44015 561 大山田農林業公社支援事業
産業振興部
農林振興課

16 563 ふるさと水と土保全対策事業 無 870 870 870

無

17 564 土地改良事業管理経費 無 5,433 6,001 5,822

18 565 土地改良施設維持管理適正化事業 無
産業振興部
農村整備課

19,256 29,955 24,878

19 566 市単土地改良事業 無
産業振興部
農村整備課

46,161 24,404 30,810

20 567 県単土地基盤整備事業 無
産業振興部
農村整備課

5,303 4,754 6,490

21 568 県営事業負担金 無
産業振興部
農村整備課

46,512 80,360 64,950

22 569 農地・水保全管理支払交付金事業 有
産業振興部
農村整備課

38,344 49,996 49,996 2

23 571 国土調査事業 有
産業振興部
農村整備課

24,400 19,200 26,400

24 577 林業振興経費 無
産業振興部
農林振興課

10,981 12,787 12,840

25 578 林業振興経費 無
大山田支所
振興課

2,199 2,240 2,240

26 579
林業振興経費（間伐材等利用促進補
助）

有
青山支所
振興課

0 973 973

27 581 有害鳥獣駆除事業 有
産業振興部
鳥獣害対策室

18,321 18,361 19,751

28 582 森林環境創造事業 無
産業振興部
農林振興課

33,541 33,690 36,690

29 583 森林保育造林事業 無
産業振興部
農林振興課

2,721 1,840 1,920

30 584 森林経営計画作成推進事業 有
産業振興部
農林振興課

2,320 0 6,120

31 590 森林環境保全整備事業 無
産業振興部
農村整備課

22,392 57,600 55,800

32 664 生産管理用道路整備事業 無
産業振興部
農村整備課

12,100 94,200 260,400

33 2442 人・農地プラン作成事業 無
産業振興部
農林振興課

0 2,040 2,440

34 2445
新規就農者総合支援事業（青年就農給
付金（経営開始型））

無
産業振興部
農林振興課

0 5,940 8,940

35 2446 農業体質強化基盤整備促進事業 無
産業振興部
農村整備課

0 21,070 0

36 2447 基幹農道整備事業（保全対策型） 無
産業振興部
農村整備課

0 5,440 8,420

37

38

39

事 業 費 小 計 314,493 500,109 655,340

40


